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令和５年度第２回行政改革審議会 

 

１ 開催日時 

  令和５年９月４日（月）  １４時００分～１６時４３分 

 

２ 開催場所 

  福岡県庁行政棟（１０階）特１会議室（オンライン併用） 

 

３ 出席者 

  津田純嗣会長 

  辻琢也副会長 

  池田祐香委員 

  一坊寺麻希委員 

  井上龍子委員 

  権藤光枝委員 

  谷美紀委員 

  中山哲志委員 

  野田和之委員 

  二又茂明委員 

  南博委員 

  安河内恵子委員 

 

４ 審議の内容 

【事務局】 

 それでは、定刻より若干早いですけれども、皆様おそろいですので、ただい

まから第２回福岡県行政改革審議会を始めさせていただきます。 

 本日は、津田会長、辻副会長、池田委員、一坊寺委員、中山委員、野田委員、

南委員は県庁にお越しになっての御出席で、井上委員、権藤委員、谷委員、二

又委員、安河内委員はリモートでの御出席でございます。なお、池田委員と権

藤委員は若干遅れて参加されると伺っております。また、赤間委員、佐々木委

員、勢一委員からは、御欠席の連絡をいただいております。 

 本日の審議会の進め方について説明いたします。お手元の資料の１枚目の次

第の１番、議事に沿いまして、外部評価と行政改革大綱の実施状況報告を行う

予定としておりますけれども、外部評価につきまして、先月２５日に開催しま

した第１回の審議会におきまして、国際金融機能形成促進事業の成果指標の設

定等に関して御指摘をいただきました。この件につきまして、本日は評価書を

修正して提出させていただいておりますので、委員の皆様から御質問があった
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点も併せて最初に説明させていただきます。その後、本日分の外部評価８事業

の御審議をお願いしたいと考えております。 

 それでは、この後の議事につきまして、津田会長、よろしくお願いいたしま

す。 

【会長】 

 皆さん、こんにちは。よろしくお願いします。早速審議に入らせていただき

ます。本日の議題は、今、事務局から説明あったとおりですが、早速外部評価

を始めます。説明をよろしくお願いします。 

（県側説明） 

【会長】 

 ありがとうございました。それでは、皆様から御意見、御質問ございました

らお願いします。よろしいですか。 

（「なし」の声） 

【会長】 

 よろしければ、次に進めさせていただきます。それでは、若年性認知症施策

推進事業です。説明をよろしくお願いします。 

（県側説明） 

【会長】 

 ありがとうございました。それでは、皆様から御意見、御質問ございました

らお願いします。どうぞ。 

【委員】 

 すみません、こんなことを聞くのは大変恐縮なんですけれども、県がこうい

う事業されているのは存じ上げませんで、大変認識不足を恥じているところな

んですけれども、関連して３点ほどお尋ねをします。 

 まず、この若年性認知症で、国の実態調査によると福岡県は１,５００人いら

っしゃるんじゃないかと推計されているということなんですけど、この数は近

年増加傾向にあるのか、それも同じぐらいのペースなのか、その辺が分かった

らお尋ねします。 

 あと、この若年性認知症というのは、発症された方の主な原因とか、そうい

う何かがある程度解明されているのか。というのが、要は高齢者の認知症と違

う部分があるのかというのをお尋ねします。 

 最後に、成果指標の中で目標と実績件数を相談件数で挙げられているんです

けれども、これは延べ人数というか、延べ相談件数で挙げられているのか、実

相談件数で挙げられているのかをお尋ねします。 

【県側】 

 国の報告によりますと、実態調査、前回と比較しまして有病者数が若干減っ

ているということになります。該当する年代の方がちょっと減っているという
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ことで、総じて減っていると。あくまで、国もこれは推計値なんです。サンプ

ル調査した自治体の中に、これぐらいの患者さんがいて、だから、全人口でこ

のぐらいいるだろうと。それに対して、我々は福岡県の人口ではこのくらいい

るだろうという推測をしているものでございますので、あくまで推計値でござ

いますけど、そういうことになっているところです。 

 認知症の原因というのは、高齢者の認知症も一緒でしょうけど、なかなかい

ろいろございまして、アルツハイマー型や脳血管性型、外傷によるものとかい

ろいろあるようですけど、一概には言えないのではないかと。そこまで、すみ

ません、科学的には分かっておらないと思います。 

 最後の件数は、延べ件数のようでございます。 

【委員】 

 関連していいですか。 

【会長】 

 どうぞ。 

【委員】 

 これ、実相談人員が何人いるかというのは、今、分かったりしますか。 

【県側】 

 すみません。それはちょっと手元では分からないみたいで。委託先に確認す

るなりして、宿題ということでようございましょうか。 

【委員】 

 と申しましたのが、成果指標としては、延べ相談、要は一人の方が１０回も

２０回も相談すれば当然上がってきますし、目標にしても、延べ相談件数を目

標に設定したほうがいいのか、実人員で何人の方がされているのかをしたほう

がいいのかというところがあるのかなと思ったのでお尋ねしました。 

【会長】 

 じゃあ、そこはまた調べてもらって。 

【県側】 

 確認させていただいてよろしいでしょうか。 

【会長】 

 はい。 

 ほかにございませんか。どうぞ。 

【委員】 

 認知症、病気なので医療機関との連携が大事になってくるんじゃないかなと

思ったんですけども、ちょっとこの中には、要因のところにちらっと医療機関

の話は出てきましたけど、医療機関との連携という面ではどういうことをされ

ているのかなと思ってお尋ねします。 

【県側】 
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 おっしゃるとおりでございまして、認知症の支援先といたしましては、認知

症カフェとか、あとは公益社団法人の認知症と人の家族の会、こういった支援

しているところがございます。 

 それと併せまして、医療機関につなぐことはすごく大事なことでございます

ので、まずは市町村にございます地域包括支援センター、こういうところにつ

なぎまして、そういう医療機関につないでいくと。あるいは、私ども福岡県の

ほう、それから政令市のほうで指定してございます指定医療機関がございます。

そういったところでの支援、診断といったものにつなげていくこともございま

す。 

【委員】 

 診断される前に相談に行ったときは、県側から医療機関や地域支援センター

とかを通してつなぐというのと、あと例えば、先に診断されているときに、医

療機関に対して、こういう若年性認知症の診断がなされたときには、例えばこ

ういうのがありますよという周知を医療機関側にお願いしているというのはあ

るんですか。 

【県側】 

 はい、それはありますね。 

【委員】 

 そういうのもされている。 

【県側】 

 はい。 

【委員】 

 分かりました。ありがとうございます。 

【会長】 

 ほかにございませんか。どうぞ。 

【委員】 

先ほど延べ人数しかないということでしたけども、実相談員数がないと、成

果指標の目標値そのものが６００人の方に相談をしていただくと。それが半数

以上の相談に対応できていることで、それを成果指標にしているということで

したので、実相談員数が分からないと、その６００人になっているのかどうか

というのは分からないわけなので、そこはきっちり把握しておく必要があって、

今のままだと成果指標と目標値との間にちょっと乖離があるのではないかとい

うのが１点目です。 

 それと２点目は、先ほど医療機関に直接行く方もいるのではないかという御

質問がありましたけれども、相談してくる方とか、あるいはそういう医療機関

で実際に把握される方、ほかのルートで把握される方もいらっしゃるかと思う

んです。今現在、県のほうで実際把握なさっている人数がどのくらいいるのか
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をお伺いします。推計は１,５００人でしょうけども、実際はこのぐらいの方は

把握しているというのがどのぐらいいらっしゃるのかをお伺いしたいと。把握

なさっているのか分かりませんけど、お伺いします。 

 ３点目は、２の事業概要の①のところで、相談窓口でセンターが行橋市にあ

るという御説明があったかと思うんですけれども、この相談は行橋市に電話を

するということなんでしょうか。その行橋市のセンターに電話するということ

なんでしょうか。やっぱり人数が人口比で出てくるということになると、一番

多いのはやっぱり福岡市であり、北九州市であり、それが本県の半分以上の人

口を占めているかと思うんです。そこで発症している人がすごく多いと考える

と、行橋市に電話するとなると電話代問題とかいろいろあるかと思うので、何

か気軽に電話出来る、つまり発症している人が多い、あるいはその家族が多い

だろうと思われるところか、簡単に相談できるところはどんなふうになってい

るのか、その辺りについてお伺いしたいです。その３点です。お願いします。 

【県側】 

 まず１点目、指標の件でございますけども、手元に数字を持っておらないと

いうお答えをしましたが、今、調べると分かりましたので、訂正させていただ

きます。Ｒ３が実人数１３１名、Ｒ４が実人数１５６名ということで、ほとん

ど変わらないということでございました。 

 それから……。 

【委員】 

 ごめんなさい。重複はないんですね。Ｒ３とＲ４の間に重複している人はい

ない。 

【県側】 

 すみません。そこは調べないと分からないです。そこは持ち帰らせてくださ

い。 

 そして、２点目の人数がという話は、それは把握できておりません。 

 ３点目のなぜ行橋かというところでございますけども、これは行橋にござい

ますＮＰＯ法人が私どもの相談窓口の業務を受託しているということでござい

まして、確かに福岡近郊の相談者が一番多いであろうになぜかと思われるかも

しれませんけども、そういったことでございます。ただ、実際、調整の上で訪

問なりすることもできますので、決して福岡のほうをないがしろにしていると

いうことではないと思っています。 

【会長】 

 ほかによろしいですか。 

【委員】 

 現在の把握人数とか、大体どのぐらいいるのかとか、そういうのを把握しな

くてもいいんですか。 
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【県側】 

 本人に、そういった認知症の自覚とかがなくて、治療とか受けていらっしゃ

らない、相談もされてない方もいらっしゃいますので。 

【委員】 

 もちろんそれは分かります。だから、私がお伺いしているのは、そこの相談

していらっしゃる方と医療機関からとか来ている方、そういうのを合わせて、

今、実際発症していて相談、まあ、何らかの形で医療機関なり、相談なりされ

ている方、その全体の人数を把握なさっているのかということをお伺いしてい

るんです。 

【県側】 

 すみません。分かるかどうか分かりませんけど、ちょっと調べさせていただ

いていいでしょうか。 

【会長】 

 そうですね。 

【委員】 

 お願いします。 

【会長】 

 ほかにございませんか。どうぞ。 

【委員】 

 今の委員の御意見とほとんど同じではあるんですけれども、実際、令和４年

で１５７というのが重複してないとして、次のページにコーディネーターの方

が１名から３名に増やしたということになっていたので、月単位でいうと大体

４.３６人くらいの御相談を受けているということかなと思いました。 

 やはりすごく必要な事業だとは思うんですけれども、数値的な、先ほど言っ

た全体の、本当に国が調べたというんじゃなくて、実数をぜひ把握をお願いし

たいなというのが私の意見です。 

【会長】 

 原課からありますか、今のコメントについて。 

【県側】 

 いえ……。 

【会長】 

 ほかにございませんでしょうか。どうぞ。 

【委員】 

 関連していいですか。私は、例えば昨年度１５６名の方が実人員で相談され

ているんだったら、その推計が１,５００なんで、１割以上相談されているとい

うのは、県の事業としてはすごい胸を張っていい相談件数なんじゃないかなと

思うんです。ただ、その実人員が本当にどのくらいいるかが分からないんでこ
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ういう議論になっていると思うんですが、例えば、介護保険の中で、通常６５

歳以上じゃないと要介護認定されませんけど、こういう若年性の認知症の方は

６４以下でも多分介護保険の給付の対象になると思うんで、そちらのほうでデ

ータとか取れたりはしないんでしょうか。 

【県側】 

 ちょっとそれも、検討させてください。 

【会長】 

 ほかによろしいでしょうか。ちょっと私から、会長じゃなくて委員として。 

 数字としてＫＰＩ的に持ってこられるのはいいと思うんですけど、委託先に

任されている事業なんで、その事業が本当に県民の役に立っているかという部

分をもう少しつかんでいただいて、こういう形で役に立っているという部分を

ぜひきちんとチェックした上で、人数と併せて量と質をよろしくお願いしたい

と思います。 

 １相談あたり１０万円ぐらいかかっているという感じになりますので、かな

りコストで効果が本当にそこまで上がっているのかが少し心配です。 

【県側】 

 相談を受け付けるというのがまず一義的にもちろんあるんですけど、それだ

けじゃなくて、先ほども言いましたように、対面でやる、それから訪問して相

談対応するといったようなこと、それから、市町村の伴走支援ということで、

市町村に入っていって、各市町村で１０回ほど勉強会とかしていまして、その

研修でありますとか、若年性認知症の当事者の方の支援の仕方とかをアドバイ

スを与えたり、いろいろ活動はされているんです。ちょっとその辺も含めて、

次回、報告ということで。 

【会長】 

 そうですね。量と質を両方書き込んでもらいたいという要望です。ほかによ

ろしいでしょうか。 

（「なし」の声） 

【会長】 

 それでは、次に進ませていただきます。飲酒運転撲滅条例適正飲酒指導事業

です。説明をお願いします。 

（県側説明） 

【会長】 

 それでは、皆様から御意見、御質問ございましたらお願いします。 

【委員】 

 先ほど、要因のところですか。聴聞に来る方が４分の１ですかね。聴聞に来

ている方の義務履行率は何％とか出せるんですか。 

【県側】 
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 聴聞に来られている方の中で適正飲酒指導を受けている方が大体９割ぐらい。 

【委員】 

 そうすると、それ以外は何％ぐらいなんですか。聴聞に来られなかった方の

義務履行率は。 

【県側】 

 大体６割ちょっとぐらいになるかと思います。ちょっとざっくりした計算で

恐縮なんですが、令和４年度でいきますと、１,０００人ちょっとが第１回目の

違反者として上がってくるんですが、その中で聴聞に来られた方が二百数十名

いらっしゃって、それ以外の方は聴聞に来ていない方。そこを分母といたしま

して、実際にそういった報告義務を果たした方というのは大体全部で５００名

ぐらいなので、６割ちょっとぐらいということになります。 

【委員】 

 ありがとうございました。 

【会長】 

 ほかに御意見、御質問。どうぞ。 

【委員】 

 すみません、この事業を始めて、１回目の違反者を対象にしてあるんですけ

ど、これを実施したことによって２回目という方が減少していっているのかど

うかというのと、もう一つは、これ全て一般財源になっていますけど、他県で

はあんまりこういう事業はなされてないのかということを。 

【県側】 

 まず一つ目の御質問でございますが、２回目の違反者自体の数はそれほど減

っておりません。増えてもないんですけれども、およそ横ばいな傾向にござい

ます。 

 それから、２点目のこういった事業を他県でやっているところはないと思い

ます。たしか宮崎県さんが県警本部さん主導でされているような事業があると

思うんですが、ちょっと我々とはまた仕組みが違う。ここまではやっていない

と承知しております。 

【会長】 

 ほかに御意見、御質問はございませんでしょうか。どうぞ。 

【委員】 

 これは、県の条例に基づいて、違反者に対してそういう受診義務を科してい

るということかなと思ったんですけど、受診をしなかった場合、その義務者に

は何かペナルティーみたいなのはあるんでしょうか。ないとするならば、目標

値１００％というのはすごく県の姿勢を示す意味ではいいと思うんですけど、

まず最初からは達成できないんじゃないかなという。そこら辺の考え方が何か

あれば教えていただきたい。 
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【事務局】 

 まず、違反した場合、守らない場合の罰則とかですが、１回目の違反者につ

きましては、受診あるいは指導を受けて報告しなさいという義務があるんです

が、そこに罰則はありません。 

 ただ、５年以内に２回目の違反をした場合、この場合は受診命令という形で、

もう一つ上の段階の通知を我々からお送りして、一定期限内に受診して報告し

なさいとなるんですが、それを守らない場合は、一定の手続を踏んだ上で最大

５万円の過料というのがあります。 

 もう一つの御質問の１００％のところなんですが、先ほど我々からも指標の

ところで御説明したとおり、１００％というのは限りなく現実的ではないのか

もしれないんですが、やはり条例で報告を義務づけているため、１００％とい

うことで置かせていただいております。 

【会長】 

 ほかに御意見、御質問ございませんか。よろしいですか。 

（「なし」の声） 

【会長】 

 続きまして、中小企業障がい者雇用拡大事業であります。説明をお願いしま

す。 

（県側説明） 

【会長】 

 ありがとうございました。それでは、皆様から御意見、御質問ございました

ら。どうぞ。 

【委員】 

 目的のところで、安定的な就業継続につなげるということが一つ入っている

みたいなんですが、就職者数を見るとすごく優秀な成績だなとは思うんですけ

れども、離職率とかは把握されていますでしょうか。 

【県側】 

 申し訳ございません。離職率については、現在、把握をいたしておりません。 

【委員】 

 そうですか。目的の中に安定的な就業継続という言葉が入っているので、で

きれば今年から離職率のほうも調査していただければ、もっときめ細やかな就

業支援につながるんじゃないかなと思いました。以上です。 

【県側】 

 ありがとうございます。 

【会長】 

 ほかにございませんか。どうぞ。 

【委員】 
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 この事業の対象となっている事業者というのは、法定雇用が義務づけられて

いる何人以上の企業がここの目標になり実績の対象の企業なのか。あるいは、

それよりも少ない、例えば１０人ぐらいの中小企業が、事務とか受けたいって

言ったときに、この対象になるのか、受けられるのかというのと、そこは実績

の中には入るのか入らないかというところをお尋ねしたいんですけど。 

【県側】 

 対象となる事業者に関しましては、従業員の数、そして規模については特段

限定はしておりません。現在のこの３００名の就職者数につきましても、これ

は先ほど言いました事業者の規模を問わず、全ての企業を対象とした全体数が

３００という数字になっております。 

【委員】 

 ありがとうございます。 

【会長】 

 ほかにございませんか。どうぞ。 

【委員】 

 ３の成果指標のところで、障がい者の雇用比率が令和５年度から段階的に引

き上げられるということで、それに応じて令和５年度から就職者の目標値も令

和４年度に比べて格段に上がっているのですが、現場からいうと、ちょっと目

標を達成するのが難しいのかなという感じがします。 

 令和５年度の目標３３２人に対して、これからどのような形で、目標達成に

向かって特別力を入れていかないと、なかなか３３２人は難しそうな感じなん

ですが、その辺りのことについてお伺いしたいんですが、よろしくお願いいた

します。 

【県側】 

 今年度取り組んでいる事業につきましては、特別大きな変更等はございませ

んで、やはり一番の原則になりますけれども、いわゆるハローワークとかと違

って、よりきめ細かな、要するに就職を希望される方の特性とかをしっかりと

把握した上で、しかるべき本当に適切な会社に対してつなげる。それで、最終

的なマッチングの結果就職された方に関しては、その後数か月、しっかり後追

いをしまして、ちゃんと就業が継続されているかどうかという定着の支援まで

を一貫して行うようにしております。 

 ですから、地道ではありますけども、こういったベーシックな取組をしっか

り続けることによりまして、この目標は達成したいと考えております。 

【委員】 

 ありがとうございます。ただ、この現状から見ると、なかなか難しいのかな

という感じがするのですが、これまでと同じく地道にやって、もちろん地道に

やっている方が相談されるかと思うんですが、ここはそれに加えて何かないと、
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何か新しい展開がないと、ちょっとこんなにどんどん目標値が上がっていくの

に対して、それを達成していくのが現状のままでは難しいというか、現状のま

までは難しい印象をちょっと受けましたので、そのあたりについてお伺いしま

した。今後、お考えになるかと思いますが、よろしくお願いします。 

【会長】 

 ほかにございませんか。どうぞ。 

【委員】 

 今、丁寧なマッチングをしていく工夫をしていくという御説明があったんで

すけれども、この県内企業、障がいのある方々によって、多様な障がいに合わ

せた就職、雇用先を見つけていくということだったんですけれども、こういう

県内事業の方々の情報って、こういう方々だとお仕事していただけるというよ

うな情報がある程度ストックされているのか、それとも障がいのある方々で就

職なさりたいという御希望に合わせて、その就職先を発掘していくというか、

探していくというふうになさっているのか。そのストックはある程度お持ちで

いらっしゃるんでしょうか。お教えいただければと思います。 

【県側】 

 企業様からの求人の情報というのは、中小企業拡大事業のホームページで、

どなたでも御覧になれるように公表しておりまして、そういうのが求職のスト

ックというか、今現在のストックの状況になりまして、求職の数を増やそうと

している取組とか、あと求職者の方を登録して、その登録者の方をできるだけ

増やしていって、マッチングにできるだけつながるような形の取組、双方の取

組をやっている状況でございます。 

【委員】 

 ありがとうございます。 

【会長】 

 ほかにございませんか。じゃあ、私からちょっと委員として質問。 

 これ、中小企業ということで枠を絞ってあったんですけども、逆に大企業側

とのつながりというのは、この委託先の仕事ぶりからいうと、どういうイメー

ジ感でやっているんですか。 

 なぜ聞いたかと言うと、どちらかというと売手市場になっていて、雇えない

ですよね。かなり難しいです。要は障がい者が、要はこれを達成するために、

雇いたいんだけど雇えないという状況のほうが強いです。それで、そういう中

で中小企業のほうに少し寄せていきながら仕事されているのかなという御質問

だったんですけど。 

【県側】 

 中小企業のほう、より規模が小さいところに対してというお話をしているの

は、基本はやっぱり中小企業さんにおいては、まだまだ障がい者の方を雇用す
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るためのノウハウであったり、あとは仕事も当然、いわゆるハンディキャップ

は若干ございますので、どういった仕事ならできる、こういったふうな形で仕

事を切り出せば、この部分についてはお願いできると。そういったノウハウが

基本的に欠けている部分が結構ございまして、私たちとしては、まずそういっ

たところの情報提供、それと様々な支援制度とか国の支援金とかもございます

ので、そういった情報と合わせたところで、まず、その辺の情報量も少ない中

小企業さんに対して、ある程度、手厚く行っていきたいと考えております。大

企業さんについては、正直かなり情報をお持ちというのが現状でございますの

で、我々はそういったところに中心を置きたいと思っております。 

【会長】 

 ちょっと興味本位な質問して申し訳ないですが、県庁はどうなっているんで

すか、この数字。 

【県側】 

 県庁は、公務員のほうはちょっと別の数字が設定されて、ちょっと高い数字

が設定されてまして。 

 県庁でいけば、いわゆる知事部局のほうが３.３２％という障がい者の雇用率

になっておりまして、これはもう全国では今３位ということです。もともと、

今言いましたように、２.３％が一般の企業に対する目標の数値ですけども、公

務員に関しては若干高くて、２.６％を課されています。そのうちの３.３２％

ということで達成をしておりますし、全国３位ということで、割りかし順調に

これは進んでいると考えています。 

【会長】 

 分かりました。意識が高いですね。 

【県側】 

 ありがとうございます。 

【会長】 

 数年前までかなり状況が違ったと思ったんですけど。 

【県側】 

 今のところは順調に。 

【会長】 

 公務員系ですね。分かりました。ほかに御意見、御質問はありませんか。よ

ろしいですか。 

（「なし」の声） 

【会長】 

 それでは、次に進ませていただきます。中小企業デジタル化支援事業です。

説明をお願いいします。 

（県側説明） 
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【会長】 

 ありがとうございました。それでは、皆様から御意見、御質問がございまし

たら。どうぞ。 

【委員】 

 御説明ありがとうございました。今回の令和５年から人件費のところが、時

間と金額が３０倍以上になっているのは、何ですかね、見直しのところで令和

５年度にメッキ業界等のデジタル化推進のための人材育成と研究職のリスキリ

ングを行うこととされるというところで、そこでこれだけの増加を見込まれて

いるのかというところが１点目。 

 ２点目が、ここに関連して、成果指標が今回から３のデジタル化推進人材育

成によるデジタル技術活用企業数という１１２の目標を定められているんです

けど、これ、すみません、御説明いただいても、私、理解があまりできなくて、

何を１とカウントされているのか。先ほどのメッキ業界とリスキリングのもの

がここに入れるものなのか、ちょっといまいち関連性といいますか、どういう

ものか分からなかったので、この辺り、２点目です。 

【県側】 

 そうですね。時間と人件費については、いろんな要素ありますけど、リスキ

リングとかそういうものでも上昇していると。あと機器の保守費を増額したり

しておりますので。 

【委員】 

 機器の保守費で人件費ですか。 

【会長】 

 人件費になっています。 

【県側】 

 そうです。人件費のところは、そうですね、リスキリングのところ。 

 あと、実際にある場面から新たな部会とかも作ってますので、参加している

人数自体も増えているところになります。参加している職員の人数も増えてい

るので、職員の人件費としては、これに要している人件費の額が増えていると

いうことです。 

【委員】 

 すみません。御説明の途中で恐縮なんですけど、令和５年からリスキリング

を始められたけど、参加している職員が増えているというのは、すみません、

どういった。 

【県側】 

 それは、５年度からいろんなテーマを増やしたりしているのでですね、研究

テーマとか。 

【委員】 



 

14 

 

 令和４年までもリスキリングはされて……。 

【県側】 

 いや、５年度からです。 

【委員】 

 ５年度からのリスキリングで増えているんですかね。 

【県側】 

 リスキリングそのもので人件費といいますか、時間が増えているプラス、そ

れ以外でも、この事業自体に参加している職員の数も増えてはいますので、そ

の分の人件費というんですか、新たに研究なり、セミナーを利用する職員自体

も増えていますので、その増えた人数分の人件費が増えているというような提

示になります。 

【委員】 

 分かりました。ありがとうございます。すみません、成果指標の件は。 

【県側】 

 ５年度から成果指標、デジタル技術活用企業数ということで見直したわけで

すけれども、目標の設定の根拠が、１ページ目の一番下にございます。今年度

は１１２社を想定しておりますが、我々が想定している支援の企業の総数が３

６６社ほどございまして、それを３年間で支援していこうという計画を立てて

おるところでございます。 

 それで、その中にはメッキ業界の数もございますし、企業が３０社ほどあり

ますので、そういった数を想定しているところで、１１２という数を目標とし

て設定しております。 

【委員】 

 すみません、リスキリングに関したときに、目標値などはないんですよね。 

【県側】 

 そうですね。これは、研究職員のリスキリングなのでですね。 

【委員】 

 分かりました。ありがとうございます。 

【会長】 

 ほかによろしいですか。どうぞ。 

【委員】 

 ちょっと私は工業センターのことよく存じ上げないんで失礼な質問になった

ら大変恐縮なんですけれども、何となくイメージ的に工業センターなので、こ

の事業概要のところの１番と２番のラボを使ったやつというのはすごくイメー

ジが湧きやすくて、従来からの工業センターの業務の延長だという認識がある

んですけれども、３番、４番のところで、ＤＸの支援というふうに工業センタ

ーがいったときに、まず工業センターの研究職の方って、そういうＤＸの専門
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家の研究職の方がいらっしゃるという前提、そういう方が何人もいらっしゃる

のかというのをお尋ねします。 

 こういう中小企業のところのＤＸって、私、全然門外漢で分からないんです

けど、行政でＤＸを進めるとかいったときに、行政のほうだったら、まず、Ｂ

ＰＲをやって、それに合わせて、実際、デジタルをどこまで使ってというのは

並行しながら、ＢＰＲを先行しながらやると思うんですけれども、ここでいう

３番、４番というのは、そういうＢＰＲまで含めた伴走支援をするのか、いわ

ゆるデジタルを使って、こういうのを進めていきましょうねというところなの

かというのをお尋ねしたかったんですけど。 

【県側】 

 工業センターですね、今回、ＤＸですけど、まずＤＸの前にデジタル化に取

り組んでいこうとしておりまして、デジタル化については、北九州にあります

機械電子研究所、そういったシステムのデジタル化が得意な職員もおりますし、

職員自体も勉強しておりますので、そこは企業支援がしっかりできるようにし

っかりスキルアップを図っていっているところでございます。 

 それから、ＢＰＲというのは、すみません、私初めて聞いたんですけども。

申し訳ありません。 

【委員】 

 要は、業務のやり方を本来どうしたらいいかというのを、従来やり方がその

ままでいいのかを含めて、まず見直して、その見直しに当たって、デジタル技

術が使えるのか、どこが使ったほうがより効率的になるんだというのを並行し

てやるんだと思うんですが、今の業務のやり方を変えないで、デジタル化だけ

しても、あんまり効果がないというか。あるんでしょうけども、大きな効果に

ならないので、行政の場合だったら、そこをまずやった上で、ＤＸのほうに一

緒に取り組みましょうという形で進んでいると思うんですけど、そこら辺が、

ここのいう３番、４番がどちらのほうなのかなというのが。 

【県側】 

 そうですね、一応、メッキ工業組合の指定については、メッキ工業組合でこ

ういう課題があるというところをピックアップしていただきまして、そこにど

ういうデジタル技術が使えるかということを一緒に工業センターの職員と今検

討しております。それに沿ってまずは進めていくという形なんで、そういう意

味では並行的に進めていると言えるかと思います。 

【会長】 

 私、工業センターに少し関わっていたので。 

 実際やっているのは、製造の現場のモニタリングのところをデジタル化して

いこうというのがまず一番。要は、データとして現場の情報を取っていこうと。

そのための道具も実は工業技術センターが作っているんですよ。指導もしてい
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ます。ですから、もう本当のデジタルトランスフォーメーションという名前で

呼ぶよりは、工場の中のデジタル化ですね。アナログで済ませているところを

デジタル化していって、データとして取ってこようと。その後のところは、ま

だ彼らはやってなくて、トランスフォーメーションまでは行かないです。デジ

タルのＤで終わっているんです。 

 でも、ノウハウはかなり蓄積し始めてきたので、それと、だから、県でやっ

ている中小企業をビジネスとしてサポートする部分と、物づくりでサポートす

る部分と二つに分かれてやっているようなイメージですよね。 

【県側】 

 そういうことでございます。ありがとうございます。 

【会長】 

ほかにございませんか。どうぞ。 

【委員】 

 今の御質問でかなり分かりましたけども、この３番の成果指標のところで③

に変えられて、「デジタル化推進人材育成によるデジタル技術活用企業数」、

これが一体何なのか、私は何をカウントしているのかがよく分かってなかった

のですが、今もちょっと分かってないかもしれませんが、これは、だから、工

業技術センターでリスキリングを受けて、例えば３Ｄプリンターとかを使って

デジタル化した技術でそういうものというか、デバイスというか、そういうも

のを使って活用できるようになった企業の数をカウントされているという理解

でよろしかったですか。 

 それで、もしそうだとすると、リスキリングは受けたけれども、例えば３Ｄ

プリンターを買えるところまで行ってないとか、そういうところもあるかなと

思うんですが、そういう場合はここには入ってないという理解でよろしかった

ですか。 

【県側】 

 まず、リスキリングは、工業技術センターの職員がリスキリングをやります。

もちろん工業センターの職員もいろいろセミナーとかやりますので、そういう

意味では企業さんもリスキリングになるのかもしれませんが、この事業でいう

研究職員のリスキリングは、工業センター職員のリスキリングを指しておりま

す。 

【委員】 

 ああ、そうですか。失礼しました。 

【県側】 

 そこはですね。ただ、セミナーなんかで勉強もしている企業さんに連携もし

ていただけますので、そういう意味では企業さんのリスキリングも大きな意味

では含まれていると考えております。 
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 そういった人材育成とかをやることによって、企業の方が、企業がデジタル

技術をまず使っていろいろ業務を改善していこうと、そういうふうになった企

業の数をカウントしていくというふうにしております。指標としては。 

【委員】 

 つまり、例えば技術セミナーとかに参加して、３Ｄプリンターが使えるよう

になって、会社のほうで３Ｄプリンターがそこに入って、それを使えるように

なった、そういう活用企業の数をカウントしていると。 

【県側】 

 そうですね。 

【委員】 

 だから、技術セミナーに参加しただけの企業は入ってないということになり

ますか。 

【県側】 

 そうですね。参加していただくからには何か活用して自社の業務改善につな

げていただきたいと思っていますので。それで、活用していただいた企業の数

になると思います。 

【委員】 

 そのデジタル技術活用というのがちょっと分からないんですけども、どうい

うレベルに行けばデジタル技術活用なのかなと。 

【県側】 

 そのレベルは、いろいろ企業さんによって違うかと思いますけれども、やは

りデジタルを使って何らかの業務改善につながった、そういう例をカウントし

ていきたいと思っております。 

【委員】 

 だから、セミナー参加者だけじゃなくて、それが業務の中で何らか反映され

ていると、反映されたという数ということですね。 

【県側】 

 はい、そうです。 

【委員】 

 分かりました。ありがとうございます。 

【会長】 

 ほかにございませんか。どうぞ。 

【副会長】 

 私も一つお伺いしたいんですが、これ、今日のお話ですと、もともと中小企

業をターゲットに、それから、今、事実上進めているメッキ関係のところを重

点的にやっていくというお話だったんですが、私がお伺いしたいのは、一般財

源ベースで見て、令和４年から令和５年にかけて国の多分補助金が増えていて、
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今、デジタル田園都市の関係でもローカル５Ｇを活用するということに関して、

前よりお金が出やすくなってきている感じがあって、ローカル５Ｇを活用する

ということになると、中小企業というよりも、もう少し大きい企業を対象に最

先端の投資をしていくのをお手伝いするというところが少し生産性が高いよう

な感じがするというのと、それから工業技術員が全てオールマイティーに全部

開発していくというのは無理で、どっかターゲットというのはいいと思うんで

すが、本当にメッキがこのローカル５Ｇなんかを活用していくに際しても生産

性の高い分野なのか、もっとほかに福岡のよさを生かしてデジタル力を伸ばし

ていく分野はないのかと、この２点についてちょっとお伺いしたいんですが。 

【県側】 

 まず、ローカル５Ｇですかね。あまり今のところローカル５Ｇを使ってとい

うのはちょっと想定して、メッキ業界の支援の場合はですね。 

【副会長】 

 もちろん。だから、メッキには多分なじまないんですよ。なじまないんです

が、今、国の大きなメニューの中では、ローカル５Ｇ支援で工場に何とかやっ

て、ここで国も応援するというキャッチフレーズでやっていて、本来はそこに

も焦点を当てたような事業を展開していくのが、福岡県として物づくりの力を

伸ばすんじゃないかなと思うということなんですが。 

【県側】 

 そうですね。そういうニーズが出てまいりましたら、全部は、対応したいと

思いますけど、ちょっとまだそこまで具体的にはちょっと、ローカル５Ｇを使

ってというお話は、まだ事業としてできるまでの内容には至っていない現状は

事実です。 

【副会長】 

 メッキ業界以外ももっと生産性伸ばしてできるような動きがあれば、ほかに

有力なところはないんですかというところです。 

【県側】 

 いや、幾つか想定しておりまして、金型業界とか熱処理、それから食品とか、

そういった業界ごとに共通の課題があったりする業界は支援の対象にしており

ます。 

【副会長】 

 それ、何か基準があるんですか。今までの得意分野をさらっているんですか。 

【県側】 

 その支援の……。 

【副会長】 

 支援の対象。 

【県側】 
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 まず、メッキを対象にしたのは、ちょっとメッキの工業組合員さんで、若手

の子集まれみたいなのがありまして、いろんな課題とかの共有をされて、勉強

会もされていまして、そこと一緒にちょっと、工業センターがマッチングした

のでまずはメッキ業界をやっていこうということで、次はその先程申し上げた

金型とか熱処理業界とか食品とか、そういうところでまた業界共通の課題をピ

ックアップして整理しながら支援はしていく予定にしております。 

【会長】 

 ちょっと情報だけ言うておきますけど、メッキ業界、ちょっと遅れているん

ですよ。 

【副会長】 

 遅れている。なるほど。 

【会長】 

 ほかの食品とか加工とかが意外と前に歩き出してまして、だから、歩いてな

いところをしっかりサポートしようというところでやっていると思います。 

 ほかのところは何とかついていけるという。 

【副会長】 

 なるほど。 

【県側】 

 そういう面もございますので。 

【会長】 

 ほかによろしいでしょうか。 

（「なし」の声） 

【会長】 

 よろしければ、次に進めます。中小企業新製品開発支援事業について、説明

をお願いします。 

（県側説明） 

【会長】 

 それでは、皆様から御意見、御質問ございましたらお願いします。どうぞ。 

【委員】 

 単純に好奇心からお尋ねするんですけど、２番の事業概要のところで、二つ、

恐らく事例だろうと思われる杉未利用地際材を用いたテーブルと輻射空調パネ

ルというのを御紹介いただいているんですけれども、これの支援をされたとい

う理解でいいんですか。どういう関わりをされているんですか。 

【県側】 

 これは、新製品開発の製品化の事例です。企業さんがこういったものを開発

されたという事例になります。それの開発を工業技術センターも支援している

ということです。 
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【委員】 

 そういうことですね。いや、ちょっと興味を持ったのは、中学校の空調が輻

射式の空調パネルを入れた空調を使っていまして、それが結構やっぱりコロナ

のときとか、風が出ないんで、すごくいい、循環してじわっと冷えてくるんで

いいんですけれども、一方で、これ、民間の保育所の新築のときに同じやつを

入れて、そっちは木造の保育園舎に入れたので、前が田んぼだったのでちょっ

と結露がして、何かあまりよくなかったということもあったんです。今、暑い

ので、体育館とかも空調を入れたいなと思っているんですけれども、県の体育

大会とかでバドミントンの会場になるので、風が出ないほうがいいので、こっ

ちのほうがいいかなとか思いつつ、まだ技術があまり確立されてないんだった

らあれかなと思ったので。だから、その辺でもし工業センターのほうが絡んで

あるんだったら、安心していいのかなと思いつつ、ちょっとお尋ねしたんです

が。 

【県側】 

 そうですね。この輻射空調パネルは、実績として、福島県の体育館にも入っ

ても入っていますし、今度、大牟田市にも採用が。 

【委員】 

 ありがとうございます。 

【会長】 

 ほかにございませんか。 

（「なし」の声） 

【会長】 

 よろしければ、ここで休憩を挟みたいと思います。ちょっと短いですけど、

５分程度休憩をしていただきたいと思います。 

（ 休  憩 ） 

【会長】 

 では、再開させていただきます。建築物地震対策事業です。説明をお願いし

ます。 

（県側説明） 

【会長】 

 ありがとうございました。それでは、皆様から御意見、御質問ございました

らお願いします。どうぞ。 

【委員】 

 この応急危険度判定士の登録を確保していくのはとても重要なテーマだと思

うんですけれども、実際に受講していく方の確保に際しては、例えばその企業

さんですとか、あるいはその業界団体ですとか、そういったところを通じた働

きかけが大きく影響してくるのではないかと思うんですけれども、その辺りの
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取組は今どのような形で行われているんでしょうか。 

【県側】 

 講習会の広報活動としましては、チラシとポスターの配布に加えて、県ホー

ムページでの周知、それとあと協議会のメンバーであります福岡県建築住宅セ

ンターのホームページでも同様に案内を出して、一番は、結局、応急危険度判

定士の資格要件の一つに、いわゆる建築士がありますので、そこが所属する団

体が福岡県建築士会であるとか、福岡県建築士事務所協会さん、これも協議会

のメンバーではあるんですけど、そちらのほうにもお願いをして、ホームペー

ジ等で掲載をしてもらったりとか、案内をしてもらったりとかはお願いをして

います。 

【委員】 

 分かりました。恐らくそういった団体さんを通じて各企業さんには情報は伝

わっているとは思うんですけれども、恐らく人数の確保に際しては、もちろん

その手続の見直しだとかもすごく大切なことなんですけれども、企業さん側に

直接働きかけるような、何かそういった仕組みをしていくことが登録者数の確

保にもつながっていく一つの要因にはなるかもしれないなと思ったので質問さ

せていただきました。どうもありがとうございました。 

【会長】 

 ほかにございませんか。どうぞ。 

【委員】 

福岡、北九州の政令市等の役割分担は、この事業においてどうなっているの

かというのが１点。 

 すごく意地悪な質問なんですけど、目標値の設定に際して、水縄断層帯を選

ばれた理由というのはあるんでしょうか。要は、多分、警固断層が動いたほう

が一番被害は大きいんじゃないかなという気はするんですけど、あえて水縄断

層を選ばれた何か考え方があったのか。 

【県側】 

 まず、政令市と県の役割なんですけど、国からの通知において、応急危険度

判定士の建築技術の習得、講習会の実施、登録業務というのは県の業務になっ

ております。政令市というよりかは、基本、もう県がブロック長になっていま

すので、各市町村は県の下にぶら下がる形……。 

【委員】 

 すみません。そしたら、政令市も含めて県域全体で２,６００人の目標を立て

ているという理解でいいですか。 

【県側】 

 そうです。目標はそうなんですけど、役割的には県が上にあって、ほかの市

町村は政令市も含めて横並びという扱いになります。 
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 それと、２,６００人で水縄断層ということなんですけど、警固断層よりも水

縄断層のほうが地域防災計画の中では被害棟数が多いという位置づけになって

いますので、一番多く発災したときの被害棟数に対して目標値を設定しており

ます。 

【委員】 

 ありがとうございます。 

【会長】 

 ほかにございませんか。どうぞ。 

【委員】 

 ちょっと本筋ではないところで申し訳ないんですけど、１４ページのＲ４年

度の実績値の評価というところで、ちょっと数がよく分からないので。２点目

のところで、更新対象者４９０名のうち３１６人が更新登録したということな

ので、ここで更新登録しなかったのが、４９０から３１６引くと１７４になる

のかなと思うんです。そして、１点目で６２名が新規登録したので、１７４名

から６２人を引くと１１２人になるんですけども、３点目で、結果９２名減少

しているって、ちょっと数が合わないんですが、ちょっと細かくて申し訳ない

んだけど、これどう……。２０人ここに行っただけで……。２０人は更新じゃ

なかったのに辞めたということですか。 

 今お分かりでなければ別の機会でも結構ですので、ここ、数値がちょっと合

わないからどうなっているかという、そういうことです。 

【県側】 

 すみません。ちょっと、確認させていただきたいと思います。確かにおっし

ゃるとおりだと思います。 

【会長】 

 じゃあ、検証して持ってきてください。 

【委員】 

 お願いします。 

【県側】 

 すみません。 

【会長】 

 ほかによろしいでしょうか。 

（「なし」の声） 

【会長】 

 それでは、次に進めさせていただきます。 

 続きましては、ＤＶ・ストーカー対策事業について、説明をお願いします。 

（県側説明） 

【会長】 
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 皆様のほうから御意見、御質問ございましたらお願いします。よろしいです

か。 

（「なし」の声） 

【会長】 

 近年、ストーカーというのは社会的な大問題になっておりますので、効果を

期待おります。 

【県側】 

 しっかり対応してまいります。 

【会長】 

 よろしくお願いします。それでは、続きまして、九州グローバル人材活用促

進事業です。説明をお願いします。 

（県側説明） 

【会長】 

 それでは、皆様から御意見、御質問ございましたらお願いします。よろしい

ですか。どうぞ。 

【委員】 

 質問なんですけれども、留学生の方が就職されている先の、直近のものでも

いいんですけれども、大まかな業界ごとの比率的なものがあれば教えていただ

ければと思います。 

【県側】 

 細かな就職先一覧というのは、こちらのほうでまだそこまでの調査がないの

で、あくまでも数になっていますけども、これはあくまでもヒアリングという

ことで、恐縮ですけれども、やはり海外貿易をされていくような企業様、それ

から、あと通訳・翻訳を必要とされるようなサービス業の方々、これは飲食で

あったり、あるいは旅行であったり、おおむねそういったところが多くなって

きていると聞いております。 

【委員】 

 分かりました。そうすると、結構観光関連産業も多くなってきているという

ところですね。 

【県側】 

 サービス業、多いです。 

【委員】 

 分かりました。ありがとうございます。 

【会長】 

 ほかにございませんか。どうぞ。 

【副会長】 

 これ、結構僕も重要な施策じゃないかと思っています。私の印象とも結構違
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ってたんです。福岡は、従来型産業もありますけど、新しいデジタル系も育て

るので、割と留学生は勝ち取っているといいますか、逆に関西圏とかに非常に

多いので、そこに比べると相対的に健闘しているんじゃないかと思ったんです。 

 しかし、これで見ると、留学者数は全国３位だけど、就職者数は全国７位と

いうことです。幾つか聞きたいんですが、一つは、これ、実数でいうと大体全

国３位で何人で、それから逆に就職者数が大体何人ぐらいのベースになってい

るのか。それと東京が圧倒的にすごいので、東京にさらに集中しているとは思

うんですけど、その数字がどうなっているのかというのをお伺いしたい。 

 それから、支援策として、今、マッチングみたいなことになっているんです

が、それこそ民間企業でもやっている話でもあって、果たして行政としてお手

伝いできることで、もっと何か工夫できるところとがないのかどうなのか。今

まで仕事をやっていた実感で、ここの留学生取りに負けているところは大体実

数でどのぐらいになるのか、そこをお聞かせいただけたらと思います。 

【県側】 

 かしこまりました。まず、留学生の実態ですけれども、Ｒ３年度の数値が、

今、手元にございまして、全国では２４万２,４４４名の方がいらっしゃいます。

そのうち、本県には１万６,５３７人の方がいらっしゃいます。これが全国第３

位の数字となっています。 

【副会長】 

 第１位は東京ですか。 

【県側】 

 東京になります。第１位が東京で、８万５,１９１万人。 

【副会長】 

 ８万５,０００。第２位が。 

【県側】 

 大阪です。２万１,７８３人。参考までに、第４位は京都。１万３,６１８人。 

【副会長】 

 ああ、京都に勝ってんだ。 

【県側】 

 はい。 

【副会長】 

 それは誇るべきことだね。 

【県側】 

 そういう意味では、学ぶところとして福岡を選んでいただいているというこ

とでは非常に誇れるところであると我々は考えております。 

【副会長】 

 うん。 
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【県側】 

 非常に学習環境等々、あるいはそういった専門分野の大学があるとか、あと

留学生の誘致に積極的な大学も多いということから、要因としては考えている

ということです。 

 もう１点、我々は早々と全国に先駆けまして大学に加盟していただく留学生

サポートセンターを作っております。やはりそこの活動が功を奏しているとい

うことから、この部分になっていると。 

 もう一つ、一方で就職者の件なんですけれども、就職者につきましては、同

じ令和３年度で、全国で２万８,９７４人という数字になっております。一番多

いのはやはり東京になっておりまして、うち１万２８０人、占有率でいくと３

５.５％と圧倒的になっております。我が福岡県は１,１１８人で、これが全国

で第７位です。上位を申し上げますと、２番が大阪の２,６７３人、９.２％。

３位以降ですけども、やはり関東圏あるいは中京圏になりまして、３位が埼玉

県、４位が神奈川県、そのあと、愛知県、千葉県と続いて福岡、その後が兵庫、

静岡という形になっております。 

【副会長】 

 なるほど。 

【県側】 

 これは、一つの我々の要因の分析なんですけれども、全国的に学んでいただ

いているところで優位が発揮できております。片や、７位になっているという

ことは、取り負けているということは確かにあるんですけれども、もう一つ、

全国的な働きの間口、事業者の数、企業であったり事業者の数を見たときに、

実は全国で７位でございまして、２０万５,９６５事業所がございます。これが

４.１％なんですけれども、やはり働く間口に今応じたような格好になっている

ということが、一つ分析として私たちは感じているところです。 

【副会長】 

 そこは、標準にはなっているということね。 

【県側】 

 はい。ただ、そういう意味では、せっかくいらっしゃる留学生にいかに残っ

ていただきながら、人手不足であるとか、あるいはグローバル化を進めたいと

いう企業の皆さんのところにマッチングできるか、そこは優位点を生かした支

援策というのは今後、より精度を上げていくことが必要になってきているのか

なと考えております。 

【副会長】 

 おっしゃるとおりですよね。これ、だから、今日上がっているより、もうち

ょっと何かあるじゃない。今度はもう一技欲しいんじゃない。 

【県側】 
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 はい。 

 先ほどおっしゃられていたとおり、もちろんＩＴ人材であるとか理工系人材

の活用というのも、これからよりポイントとして、もっと広く事業所向けにと

いうのもありますけれども、おっしゃられるとおり、もっと業種を考慮しなが

らの計画というのは出てくるかなと思っております。 

【副会長】 

 すみません、分かりました。 

【委員】 

 お尋ねしたいんですが、まず留学生の数でいうと、１０年前とそんなに変わ

ってないというか、増えてないんだという印象があって、当時、福岡何とか大

学があるので学生の数は多くなりますよみたいな話もあったりしたんですけど、

法人本部がここにあるんで、そこの国がカウントされているのが結構あったん

じゃないかとかいう気がしなくはないんですけど。 

 いずれにしても、コロナの影響とかもあるんでしょうけど、世界の中で日本

のプレゼンスがどんどん低下していって、留学生自体が、日本が優秀な人材が

集められていない状況が現状としてあるんじゃないかなと思っていて、ちょっ

とこの事業と外れるかもしれないんですけど、留サポのほうがもっとこう何か

やるべきというか、福岡なのか、日本なのか分からないんですけれども、どう

いう分野のどこの国の人をターゲットに留学生をこれから集めていくようにし

ていくんだろうなというのと、それに関連して、なかなかＩＴ人材とか何とか

といったときに、ほかのアメリカなりインドなりいろんなとこと比べて、なか

なか競争が難しいという部分がある中で、じゃあ、福岡らしさというか、ほか

にないところで集められるものは何だろうといったときに、昔はアジアンビー

トがあったじゃないですか。いわゆるアニメだとか歌手とかどんどん発信して

いったのが、今、あれ、なくなっちゃったんですよね。 

【県側】 

 そうですね。 

【委員】 

 なので、そういうアジアンビートに変わるような、いわゆる外国人の若い方

に発信するなり、訴えかけられるようなコンテンツというのは、今後、再度立

ち上げる予定というか、考えはないのかというのをお尋ねしたいんですけど。 

【県側】 

 ありがとうございます。おっしゃられるとおり、例えば、ちょっと１０年か

ら１５年ぐらい前のお話をまずさせていただきますと、留学生の数は確かにそ

こまで大きく伸びているという話ではないんですけども、国籍で見ると大きく

変わっています。 

 まず、１０年前、１５年前というのは圧倒的に中国や韓国の方の留学生の方
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が多かったです。これは、この１万６,５３７名の内訳ですけども、現在は第１

位がベトナムです。５,３６０名がベトナムです。２番が中国で４,４４４名、

第３位がネパールです。 

【委員】 

 そうですよね。すごく実感としてよく分かって、うちの町が１万６,０００人

の町で、６００人ぐらい外国人の方いらっしゃって、研修生が大半なんですけ

ども、一番多いのはベトナム人で、ネパール人、フィリピン人、中国人なんで

す。なので、多分そういう……。 

【県側】 

 そうです。その後の４番手として、今、韓国の方というような形で、大きく

変わったのがこのベトナムやネパールの方になるんです。一つは、今までの留

学の誘致の仕方が、中国や韓国、それ以外の国々の方々もそうですけども、学

校提携を持ちながら、いわゆる高校卒業、あるいは大学卒業見込の方々に来て

いただくという流れが一つ大きく、１０年前、１５年前ございました。 

 昨今の流れは、このベトナムの方やネパールの方というのは、いきなり大学

に入らずに、例えば日本語学校へ入られてであるとか、専門学校を選ばれて、

その後に４年制や２年制の短期大学といったところに進学されていくという方

も非常に多くいらっしゃいます。もともと、いきなり４年制の大学に入ってこ

られる方もいらっしゃるんですけども、そのため、今、留学生サポートセンタ

ーの活動も、日本語学校や専門学校への誘致も非常に関東圏を含めて一生懸命

しておりまして、この日本語学校を起点としながらつなげていく。実を言うと、

福岡は非常に日本語学校が多いところでございまして、そういった優位性も今

働いているということで、改めてですけれども、アニメや漫画も日本語が非常

に武器になってくるものですから、これまで培ったノウハウを生かしながら、

次なるところ、また、やっぱりインターネットの活用は非常に有効であります

ので、続けて、そのノウハウを生かしながら、また取り組んでいきたいと考え

ております。また、アジアビートにかわるものとして、立ち上げて取り組んで

いきたいという計画はございますので、しっかりやっていきたいと思っており

ます。 

 今年、ＦＵＫＵＯＫＡ ＩＳ ＯＰＥＮというサイトを立ち上げていく予定に

しております。予算事業でつけていただいていますけど、今年度事業として行

うこのＦＵＫＵＯＫＡ ＩＳ ＯＰＥＮの中ではやっていきたいという計画をし

ております。 

【会長】 

 ほかに皆さんから御意見、御質問ございませんか。 

（「なし」の声） 

【会長】 
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 では、どうもありがとうございました。 

【県側】 

 どうもありがとうございました。 

【会長】 

 それでは、外部評価については、これで終わりです。 

 次に、行政改革大綱の実施状況報告であります。それでは、事務局から説明

をお願いします。 

（県側説明） 

【会長】 

 ありがとうございました。それでは、皆様から御意見、御質問ございました

らお願いします。よろしいですか。では、私、委員として。 

 ＤＸのところがちょっと気になったんですけども、組織としてのＤＸ推進で、

部門を横断するようなＤＸ推進組織はできたんですかね。 

【事務局】 

 組織としてはですね、ＤＸ戦略推進委員会を庁内に設置しております。 

【会長】 

 だから、会議体はあるけど、組織はできなかったということですか。 

【事務局】 

 強いて言えば、情報政策課内にデジタル戦略推進室ができています。これも

何年か前ですもんね。 

【会長】 

 だから、横にぐっと強い力を持った部門が欲しいですと大分言ったんだけど、

駄目なんですか。 

【事務局】 

 職員にも、このＤＸ部門で、たしか去年募集しまして、今年５名、今のとこ

ろ採用されて。 

【会長】 

 一桁しかない。分かりました。もう一つ質問いいですかね。 

【事務局】 

 はい。すみません。 

【会長】 

 地方公共団体情報システムの標準化への対応ということで、生活保護にシス

テムがあったんですけど、これは各県ごとに分担が決まったうちの生活保護を

やるんですか。それとも、全体で生活保護だけやっているわけじゃないと思う

んだけど。３ページの地方公共団体情報システムの標準化というところで、生

活保護に関するシステムについて、標準仕様に準拠したシステム改修をやろう

としておると。 
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【事務局】 

生活保護の分なんですけども、これ、標準化というのは、国がまず指標を示

して、これは県用の標準化ではなくて、いろんな市町村含めた中で、今、県が

持っているシステムをその標準的なシステムにできるだけ合わせるような形で、

今、その問題点を洗い出している段階なんですよ。経過的に。 

【会長】 

 だから、質問は福岡県はこれを担当しているんですかということ。福岡県は

これしかやってないんですかと。どういう状況なのか。要は、各県でここのシ

ステム、この県はこのシステムでやってって、全体で前に進んでいるのか。 

【事務局】 

 これ、分担しているわけじゃなくて、国が示した標準仕様に各県がそのシス

テムに合わせるような形で今自分のところのシステムを探求していると。 

【会長】 

 で、福岡県は生活保護のとこだけしかやってないということですか。 

【事務局】 

 ここは代表事例を書いているだけで、まだほかにも実はございます。まだ４

年度は生活保護に関する部分だけで、今後、まだこれというのは……。 

【会長】 

 もう少し言うと、地方公共団体情報システムの標準化に対して、何年までに

対応するんですかというのが実は質問なんですけど。要は、全国的にそういう

ふうになるのはいつなんでしょうか。 

【事務局】 

 国のほうは２０２７年。 

【副会長】 

 だから、７年が多いけど、今、マイナンバー問題でガチャガチャやっている

ので、ちょっと遅くなるかもしれません。 

【会長】 

 例えば、それぐらいのスパンだと思ったんだけど、それで生活保護しかやっ

てないと言われたら、ちょっと心配になって。 

【事務局】 

 基本的には、市町村の分がほとんどカバーするという形で標準化の対象のメ

ニューになっていますので、県で直接そういう住民の方の業務の対象になって

いるのが、要は福祉事務所の関係の業務で、一部分に限られることですから。 

【会長】 

 なるほど、なるほど。 

【副会長】 

 というか、逆に言うと、多分、会長がお聞きになりたいところと僕も聞きた



 

30 

 

いところが重なっているんですが、自治体全体のデジタル化とかＤＸを考えた

ときに、県独自の部分がどうかというよりも、県内全体の市町村が、今、デジ

タル化、標準化、広域化の中で、的確に対応し切れているかどうかとか、そこ

に必要な県との関係がうまく連携されてうまくいっているかどうかというとこ

ろが、横串を通した場合の一番のポイントになるんですよ。それは、今回も市

町村との連携強化の中で幾つか広域連携支援ですとか一応出ているんですけど、

これを見たときに、全体を通して、じゃあ、デジタル化、非常にうまくいって

いるのかどうなのかと。特に、過去、福岡県は介護保険入れるときも、町村一

括で対応するだとか比較的特徴のあることもやってきているので、市町村業務

のデジタル化、標準化、それから広域化に関して、県としてどういう対応がな

されているのか。振興協会を通じてでもいいんですが、そこのところが一つ知

りたいというのが、私の質問ですね。 

 あともう一つ、行革、もちろん進めるべきで、どんどんやるべきなんですが、

同時に、今、民間委託したとしても、非常に民間の独占も増えてきているので、

前とちょっと次元の違った形での民間のやり取りもいろいろ課題になってきて

いると思うんですよ。幾つか他県で見ても、やっぱり電力関係ですね。これ、

自然エネルギー関係もいろいろあるので、いや、これ、どんどん民間にできる

ものは民間でというよりも、いろんな技術が安定してない段階では、今、公営

で関わっているものについては、いろいろ公営で関わり続けたほうがいいんじ

ゃないかというような見解もあったりして、今日ちょっと大牟田の例が出てい

ましたけど、県内全体で電力関連、従来のものも新エネルギーのもの、これが

大体どういう対応になっているのかというのが、２番目にお伺いしたい。特に、

民間委託との関係で、より公共と民間が、いい意味で協働してやっていけると

いいので、そういうようなものの情報があるのかどうなのかが２番目です。 

 あと、これは私個人的な関心で、私も親しく研修センター、自治研修所をず

っとやってて、あれ、指定管理に今回一応なったんですね。あれ、過去、市町

村分と県分がいろいろあって、いろんな経緯があって、なかなか指定管理にう

まく行かなかったのと、それから他県ではいち早く指定管理やっているところ

もあるんですが、実態的にはなかなかそんなに公立ではならないんじゃないか

と。むしろそのぐらいは自前でやってもいいんじゃないかという説もあったり

して、これをどうするかというのが一つポイントにはなっていたと思うんです

けど、この辺どうなのかな。この三つ、ちょっとお聞かせいただきたいと思い

ます。 

 その前に一つ言うと、今回は割と丁寧に実施状況を説明してもらって、過去

に比べると、やっぱり議論のしがいのある形でちゃんと今の状況を提供しても

らっているんで、これはとても勉強になるし、参考になるし、評価の中で、ぜ

ひこれ続けてくださいというのが全体の総まとめです。 
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【事務局】 

 ちょっと今の一つ目、二つ目については、今お答えできる材料が手持ちにあ

りませんので、次回の審議会の中で少し、勉強して報告させていただきたいと

思います。 

 ３番目の研修所。研修所、今年度から一応指定管理者に移行して、民間のい

ろんな方が研修に来てくださいという形で募集しているんですけど、今のとこ

ろ私が聞いている範囲内では順調に、かなり利用の申込みも予想以上に今来て

いるような状況だと聞いております。 

【委員】 

 よろしいですか。まず１点目は、恐らく標準化については、国のほうがいつ

いつまでに、これについてはいつまでという、するともうラインを出して、そ

れぞれ市町村に対してどこまで行ってるんだというので、県下を見ますと、で

きているところまだ途中のところとかいろいろあります。県のほうからも御指

導いただきますけど、なかなか一朝一夕に進んでないし、単にその標準化だけ

をすればいいのかというところと、あとはＢＰＲも含めてやるのかとか。ある

いは、今、いろいろ先進事例があって、デジタル庁も今だったらいろんな補助

金もつけていますので、その中でいろいろ各市町村がそれぞれ考えて実施され

ているんだろうと思います。 

 ３番目のやつは、指定管理にされて、あれ、基本的に県の研修所と市町村の

研修所が同居してるというか、同じでして、ただ、土日を含めて、あまり施設

自体が活用されてなかったので、リノベーションをして、空いているときには

民間の方にもお貸ししようということで、施設の有効活用ということで、少年

スポーツ団の合宿のあれであったりとか。 

【副会長】 

 ああ、グラウンドの隣にあるから。 

【委員】 

 グラウンドも体育館もありますし、そこは大野城市とも連携しながら、いろ

いろ企業の研修も含めてやっているというのが現状です。 

 だから、本来の県とか市町村の研修機能が順調にいっているかどうかという

のは、ちょっと分からない。別問題で、施設の有効活用という面でいうと、有

効利用はされてますというところです。 

【副会長】 

 なるほどなるほど。 

【事務局】 

 もともと空いているところを使わせると。 

【副会長】 

 ああ、分かりました。分かりました。 
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【委員】 

 ちょっと１点だけよろしいですか。すみません。 

 数値目標の現状値について、おおむね良好なもののとこで、４番目に電子決

裁率というのが上がっているんですけど、８.４％で。これ、おおむね良好って

言えるんですかね。というのが、電子決裁、２０年前から県でやられていて、

恐らく服務管理以外のところはほとんど進んで……。要は、電子決裁だけの添

付文書が県の一つの起案にこんなについているから、それが添付はできないの

で、電子決裁をしようと思うと、添付文書を減らして、ワンペーパーかツーペ

ーパーにしないと電子決裁進まないと思いますし、要は知事も含めて幹部職員

の意識が変わらないと、電子決裁って絶対進まないと思うんですけど、これは

やっぱ進めていくんですかね。 

【事務局】 

 実は、これ、うちの課が所管しております。この７月１８日に文書管理規程

の改正をしまして、基本、もう電子決裁、知事、副知事も含めてというやり方

はしています。ただ、まだ意識の低いところは紙決裁とかあるんですが、以前

はそもそも、例えば、知事の公印を押さなければならないとかいうのは、もう

電子決裁そのものが、仕組みとしてあったんですけど、できないんです。でき

なかった。今は、それもできるように規定の改正もしました。だから、今、電

子決裁ができないのは、よほどの、例えば人事の秘密事項とか、そういったの

はちょっとできないんですけど、基本的にシステムがとまっているときだけな

んです、できないのは。だから、基本全部できるんです。用意されている。そ

の工夫というのが、一つ、御存じのように、やっぱり決裁のときにこんな分厚

いのが回ってきたりするんです。それは、この分厚い部分の大部分は資料です

ので、それを併用決裁という形で、それはそれで回すんです。決裁は電子でや

るんですよ。 

【委員】 

 そしたら、すみません、今まで知事決裁のときに、決裁日が決まっていて、

ズラーッと並んで、それぞれ職員が知事の前に行って説明して印鑑もらってた

じゃないですか。それが、それは続くけれども、電子決裁でやるということで

すか。 

【事務局】 

 そうです。 

【委員】 

 ちょっとあんまり意味がないような気がするんですけど。 

【事務局】 

 ベース的には電子で決裁するんです。だから、知事のところはそうかもしれ

ませんけども、各課とかでは本当に簡単なやつはもう全部電子でやりますので、
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そこはもう今かなり進んで、実はシステムが７月１８日から稼働して、８月１

か月間の電子決裁率は７割になっています、現在。７０％。８月の１か月間で

すね。 

【委員】 

 そうなんですか。 

【事務局】 

 はい。これは、令和４年度の状況でこんな状況になっていますけども、今は

もう７０％ぐらいです。 

【委員】 

 それは、例えば、部長決裁のときとかは、各部長は電子上の決裁だけで説明

者は来ないという理解でいいですか。 

【事務局】 

 少なくともうちの部は行ってないですね。基本全部電子で見て、部長から指

示事項が返ってきます。 

【委員】 

 分かりました。ありがとうございます。 

【事務局】 

 そこまで一応今、電子決裁になっていますね。 

【会長】 

 早く１００％目指してね。 

【事務局】 

 そうですね。 

【会長】 

 ほかにございませんでしょうか。 

（「なし」の声） 

【会長】 

 じゃあ、今日の審議事項は全て終わりました。以上で、令和５年度第２回の

行政改革審議会を終了させていただきます。 

 

―― 了 ―― 


